
森林整備担い手対策事業助成金事務取扱要領  

                           平成２８年４月１日制定  

令和８年３月１３日一部改正  

第１ 趣旨  

   森林整備担い手対策事業の実施については、次の各号に定めるもののほか、 

  この要領の定めるところによる。  

 １ 森林整備担い手対策事業実施要領  

 ２ 公益社団法人新潟県農林公社林業労働力確保支援センター事業助成金交付  

   要綱  

 

第２ 助成対象事業 

   助成対象事業は、事業実施要領に掲げる次の事業とする。 

 １ 林業事業体就労環境改善支援事業 

 ２ 就労環境整備促進事業 

 ３ 就労環境整備支援事業 

 ４ 雇用促進支援事業 

 ５ 林業機械リース・レンタル支援事業 

 ６ 林業機械作業システム新規導入等支援事業 

 ７ 森林施業プランナー等育成研修奨励事業 

 ８ 森林施業プランナー等認定奨励事業 

 ９ 森林施業プランナー活動支援事業 

１０ 森林施業プランナー活動推進奨励事業 

１１ 公社造林森林施業プランナー育成実践モデル事業 

１２ フォレストワーカー育成研修支援事業 

１３ フォレストワーカー育成研修奨励事業 

１４ フォレストワーカー等研修交流支援事業 

１５ 現場指導者育成支援事業 

１６ フォレストリーダー等キャリアアップ支援事業 

１７ 緑の担い手育成技能講習等支援事業 

１８ インターンシップ等支援事業 

１９ 求人等広報活動支援事業 

 

第３ 助成金交付事務 

 

 １ 助成金交付申請 

  （１）助成金交付申請は、原則として、第２の１から１９の各号に掲げる事 

    業ごとに行うものとする。 

  （２）申請時期 



    ア 申請者は、原則として事業の終了後、助成金交付要綱に規定する期 

     日までに助成金交付申請を行うものとする。 

（以下「事後申請」という。） 

    イ「林業事業体就労環境改善支援事業」「林業機械作業システム新規導入 

     等支援事業」「森林施業プランナー等育成研修奨励事業」「森林施業プ

ランナー活動支援事業」「フォレストワーカー育成研修支援事業」「フ

ォレスワーカー育成研修奨励事業」「フォレストワーカー等研修交流支

援事業」「現場指導者育成支援事業」「緑の担い手育成技能講習等支援

事業」「求人等広報活動支援事業」は、事業実施通知で定める日までに

助成金交付申請を行うものとする。（以下「事前申請」という。） 

 

 ２ 助成金の交付決定  

   代表理事は、事前申請事業の申請書の内容に不備がない場合は、助成金の

交付決定をする。  

 

 ３ 助成金交付条件  

  （１）代表理事は、必要に応じて交付条件を付するものとする。  

  （２）事業主体は、交付条件を遵守しなければならない。  

 

 ４ 検査  

  （１）代表理事は、次の書類の提出があった場合は、原則として書面で検査  

    を行うものとするが、必要に応じて現地検査も行うものとする  

    ア 助成金交付申請書兼実績報告書（事後申請の場合）  

    イ 実績報告書（事前申請の場合）  

  

 ５ 助成金の算出  

   代表理事は、検査の結果に基づき、助成金の算出を行う。  

 

 ６ 助成金交付額の確定  

   代表理事は、５の結果に基づき、助成金交付額を確定する。  

 

 

 

   附 則  

 この要領は平成 28 年４月１日から施行する。  

   附 則  

 この要領は平成 29 年５月 12 日から施行し、平成 29 年度事業から適用する。  

   附 則  



 この要領は平成 30 年４月１日から施行する。  

   附 則  

 この要領は平成 31 年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は令和３年４月２２日から施行する。 

   附 則 

 この要領は令和６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は令和８年４月１日から施行する。  


